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資料１

令和７年度医療的ケア児に関する

調査結果について（概要）



１ 令和7年度医療的ケア児に関する実態調査の概要
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目的

対象

医療的ケア児の実態を把握し、県及び市町村において今後の医療的
ケア児支援に関する施策検討のための基礎資料とするもの

調査方法

40市町村

質問紙

調査日 令和7年10月

回収結果 回収率１００％

調査内容 年齢、性別、居住市町村、医療的ケアの状況、災害時個別避難計画の作成
状況等



(1) 県内の医療的ケア児の現状
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県内の医療的ケア児

医療的ケア児のいる市町村数 23

0～3
25%

4～6
23%

7～12
34%

13～15
11%

16～17
7%

年齢分布

青森, 48

津軽, 44

八戸, 45

西北, 13

上北, 20

下北, 7

圏域分布

152 154
170

177

R5 R6 R7.4 R7.11

医療的ケア児総数



(1) 県内の医療的ケア児の現状
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必要な医療的ケア
（複数回答あり）

0 10 20 30 40 50 60 70 80

中心静脈カテーテル管理

持続的な透析

ネブライザー管理

血糖測定

皮下注射

（インスリン・麻薬）（持続皮下注射ポンプ）

導尿

排便管理

（消化管ストマ、摘便、洗腸、浣腸）

痙攣時の座薬挿入

人工呼吸器

気管切開

酸素療法

経管栄養

吸引



(2) 医療的ケア児の災害時個別避難計画
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医療的ケア児の災害時個別避難計画の作成について

作成したケースが

ある, 7

作成中, 4

未着手, 10

その他, 
1

R5.12

対象児はR6.4時点

※医ケア児がいると回答した市町村（22）

令和7年9月11日 令和7年第1回検討部会資料より

※注「未作成」はR5調査時の「作成中」「未着手」を含む。

市町村別（22市町村）

対象児別（154名）

市町村別

作成したケースが

ある, 11, 50%未作成, 9, 
41%

その他, 2, 9%

作成済, 38, 

25%

未作成, 113, 

73%

その他, 3, 2%

R7.2



(2) 医療的ケア児の災害時個別避難計画
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医療的ケア児の災害時個別避難計画の作成について

R6.7.9付け青障第556号「医療的ケア児災害時個別支援計画作成マニュアルについて」により、
県から市町村に対し「医療的ケア児災害時個別支援計画作成マニュアル」を活用いただき、
医療的ケア児の災害時個別避難計画を作成するよう依頼。

→ 個別避難計画が必要な医療的ケア児に対して、計画を作成するようお願いしたい。
特に人工呼吸器を利用している医療的ケア児１６名について、早急に計画作成をお願いしたい。
また、 作成済みの対象児について避難訓練の検討をお願いしたい。

R7.11

作成したケース

あり, 12

未作成, 11

市町村別（23市町村）

作成済, 52, 30%

未作成, 121, 
68%

その他, 4, 
2%

対象児別（177名）

作成済, 22, 
58%

未作成, 16, 
42%

→うち人工呼吸器利用児（38名）



２ 令和７年度医療的ケア児の支援に関する事業所等受入調査の概要
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医療的ケア児に関する事業所調査を実施し、県及
び市町村において今後の医療的ケア児支援に関す
る施策検討の基礎資料とする。

(1)調査方法等
訪問・通所等のサービス提供事業所及び障害児

相談支援事業所等を対象に、医療的ケア児に対す
るサービスの提供状況等について調査した。
(2)主な調査項目
<訪問・通所> 
サービスごと受け入れ可能事業数、受入に係る

相談の有無、利用に至らなかった理由、ナースセン
ターの認知度、喀痰吸引等研修受講状況、受け入
れるための課題等

<相談>
計画相談申込み等の対応状況、対応するために

工夫した点、課題等

調査対象数
（回収結果）

調査対象
調査票
配布数

有効
回答数

回収率

事
業
所

居宅介護 290 154 53.1%

短期入所 114 71 62.3%

児童発達支援 130 106 81.5%

訪問看護 150 108 72.0%

放課後等デイサー
ビス

218 173 79.4%

日中一時支援 138 77 55.8%

移動支援 130 41 31.5%

障害児相談支援 110 84 76.4%

計 1,280 814 63.6%

調査方法 郵送による配布、Google FormまたはFAXよる回収

小児在宅支援センター

令和7年10月

目的

調査対象

実施者

調査時期
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(1) サービスごと受入可能事業所数（カ所）

28
33

47

R5 R6 R7

児童発達支援

35 36

52

R5 R6 R7

訪問看護

48
41

56

R5 R6 R7

放課後等デイサービス

58
47

52

R5 R6 R7

相談支援事業所

13
11

16

R5 R6 R7

居宅介護

14
10

20

R5 R6 R7

短期入所

21
18

23

R5 R6 R7

日中一時支援

5 5

7

R5 R6 R7

移動支援
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(2) サービスごと受入可能人数（人）

※訪問看護サービスの受入可能人数は年々増加している。

5

11

6

R5 R6 R7

居宅介護

15 18

36

R5 R6 R7

短期入所

43
56

75

R5 R6 R7

児童発達支援

80
92

116

R5 R6 R7

訪問看護

73

66 66

R5 R6 R7

放課後等デイサービス

28
23 21

R5 R6 R7

日中一時支援

5

9

4

R5 R6 R7

移動支援
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(3) サービスごとに現に利用している人数（人）

※R5調査より回収率が上がっている。
※訪問看護サービスを利用している人数は年々増加している。

4
3 3

R5 R6 R7

居宅介護

2
5

24

R5 R6 R7

短期入所

35
45

75

R5 R6 R7

児童発達支援

68
79 83

R5 R6 R7

訪問看護

78
94 96

R5 R6 R7

放課後等デイサービス

6

9
8

R5 R6 R7

日中一時支援

0

2 2

R5 R6 R7

移動支援


